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１ はじめに 

 

 本町の財政状況については、長引く新型コロナウイルス感染症の影響、原

油価格、物価高騰等による町税収入の減少などが懸念される中、新規事業所

の立地、設備投資、新築家屋の増加等により町税収入が比較的安定していま

すが、歳出面では、少子高齢化の進展等による社会保障関係費に加え、町独

自の福祉施策、公共施設等の老朽化に対応するための経費、道路整備や施設

等整備に伴う公債費の増加が見込まれるなど経常的に支出される経費は、増

加の一途をたどっています。 

こうした状況下で、早島町一般会計財政見通し（以下「財政見通し」という。）は、３

年間の収支の推移を展望し、限られた財源の有効活用と適正配分を図るため、令和７年

度までの３年間の財政計画として策定するものであり、計画的な施策・事業実施とその

財源の見通しを示すものです。なお、財政見通しは、今後の社会情勢の変化、地方財政

をめぐる情勢の変動等により必要に応じて修正を行い、次年度以降の予算編成にあたっ

てのベースとします。 

 

２ まちの財政状況の推移 

（単位：百万円、％）   

区分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

予算規模 4,488 4,781 4,764 5,117 5,328 

歳入決算額 4,972 4,793 5,239 6,962 6,255 

歳出決算額 4,768 4,545 5,005 6,744 6,042 

経常一般財源 3,132 3,235 3,277 3,398 3,748 

経常一般歳出 2,947 3,029 3,100 3,119 3,179 

財政調整基金残高 999 939 857 827 914 

地方債残高 4,640 4,530 4,502 4,519 4,643 

財政力指数 0.684 0.701 0.722 0.728 0.706 

経常収支比率 94.1 93 .6  94 .6  91 .8  84 .8  

実質公債費比率 6.7 6.5 6.4 6.6 6.5 

将来負担比率 14.6 -  -  -  -  
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３ 財政見通し作成の前提条件 

 

第５次総合計画実施計画に基づいて施策・事業を行うこととします。 

項目別では、以下の条件により計上しています。 

(1)  歳 入 

①   町 税  

     令和４年度当初予算をベースに経済情勢等を勘案し計上 

②  譲与税・交付金  

令和４年度当初予算をベースに現行制度で計上 

③  地方交付税  

令和４年度交付見込み額をベースに計上 

④  国・県支出金  

事業費を基本に、現行の国及び県の制度補助率等を用い計上 

⑤  町 債  

令和５年度以降の臨時財政対策債は、８，７０４万円で計上し、事業に伴う町債

は、その事業費から特定財源を控除した額に事業別の充当率を乗じた額を計上 

⑥  繰入金  

令和７年度までの３年間で、公共施設等整備基金１億円、ふるさとづくり基金１

億５，８０２万円と財政調整基金から財源不足額全額を計上 

⑦  繰越金  

令和４年度当初予算をベースに１００万円で計上 

⑧  その他特定財源  

令和４年度当初予算をベースに同額を計上 

ただし、事業費により変動する財源は、その事業費から積算し計上 

(2)  歳 出 

①   人件費  

     令和４年度の科目別職員数を基準に各年度の役職別の平均給与等を乗じて計上 

     また、会計年度任用職員給与については、各事業計画に基づき計上 

②   扶助費  

     過年度の実績及び対象者増加を見込み計上 

③  公債費  

     既発の町債に対する償還額をベースに計上 

④  普通建設事業費  

     現在行っている継続事業に加え令和７年度までに実施を予定している事業及び

道路改良・水路整備等の経常的な建設事業を計上 

⑤  補助費等  

令和４年度をベースに事業実施年度を勘案し計上 
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⑥  繰出金  

各課で積算した特別会計ごとの事業費をベースとして計上 

なお、国民健康保険特別会計及び公共下水道事業特別会計への法定外繰出につい

ては、所要額を見込み計上 

⑦  その他  

令和４年度をベースに各課で積算した増減率を見込み計上 

 

 

４ 一般会計予算総額 

 

（1）令和５年度当初予算 

歳入歳出の総額は、６２億６，２１７万円で、主な事業費は、継続事業で早島駅拠点

化整備事業６，５５９万円、継続事業で歩いて暮らせる魅力あるまちづくり事業１，７

５０万円、保育園施設整備事業２億１，３９３万円、排水機場整備事業５，１００万円、

農業用施設整備事業１億３，１００万円、町道新設改良事業１億６，１００万円、公園

整備事業１，４００万円、中学校施設整備事業４，２００万円です。 

 (2) 令和６年度当初予算  

歳入歳出の総額は、６４億９，３９８万円で、主な事業費は、継続事業で早島駅拠点

化整備事業５億４，９１４万円、継続事業で歩いて暮らせる魅力あるまちづくり事業１，

４００万円、議場等放送設備更新２，３３２万円、継続事業で排水機場整備事業６，７

００万円、農業用施設整備事業１億８５０万円、町道新設改良事業１億９，０００万円、

公園整備事業で１，０００万円、小学校施設整備事業７，０００万円です。 

 (3) 令和７年度当初予算 

歳入歳出の総額は、６５億２，５６９万円で、主な事業費は、継続事業で早島駅拠点

化整備事業８億５，４７１万円、継続事業で排水機場整備事業６００万円、農業用施設

整備事業１億５０万円、町道新設改良事業１億３，６００万円、公園整備事業で１，０

００万円です。 
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３ヶ年財政見通し（一般会計） 
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当初予算額と歳入不足額 

（単位：百万円） 

年 度 当 初 予 算 見 通 し 額 歳 入 不 足 額 

令和５年度 ６，２６２．２ ２４４．０ 

令和６年度 ６，４９４．０ １９３．０ 

令和７年度 ６，５２５．７ １６７．８ 

歳 入 不 足 額  合 計 ６０４．８ 

  

 

主要事業の一覧 

     （単位：百万円）  

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

委員会室・議場放送設備更新事業 ２．８ ２３．３  

早島駅拠点化整備事業 ６５．６ ５４９．１ ８５４．７ 

歩いて暮らせる魅力あるまちづくり事業 １７．５ １４．０  

庁舎非常用発電機更新事業  １３．０  

保育園整備事業 ２１３．９   

障害者福祉計画策定事業 ２．７   

子ども・子育て支援計画策定事業 ５．０   

健康はつらつ早島２１計画策定事業  ３．６  

子ども家庭総合支援拠点事業  ４．２ ４．２ 

農業振興地域整備計画改訂事業 ４．０ ６．０  

排水機場整備事業 ５１．０ ６７．０ ６．０ 

水路改修事業 １３１．０ １０８．５ １００．５ 

県道建設事業 ３８．０ １１．０  

町道新設改良事業 １６１．０ １９０．０ １３６．０ 

公園整備事業 １４．０ １０．０ １０．０ 

小学校施設整備事業 ３．０ ７０．０  

中学校施設整備事業 ４２．０   
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５ 地方債の状況  

 

 令和５度から令和７度の臨時財政対策債及び普通建設事業に伴う地方債の借入予

定額は、次のとおりです。 

（単位：百万円） 

事 業 名 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

臨時財政対策債 ８７．０ ８７．０ ８７．０ 

早島駅拠点化整備事業  ２４７．１ ３７０．６ 

排水機場整備事業 ５１．０ ６７．０ ６．０ 

水路改修事業 ７５．９ ６７．４ ４２．６ 

緊急浚渫推進事業 ２０．０ ２０．０  

県道新設改良事業 ３４．２ ９．９  

町道新設改良事業 ７４．５ ７３．７ ７０．８ 

急傾斜地崩壊対策事業 ２．０ ２．０ ４．０ 

用水路転落防止対策事業 ６．０   

公園整備事業 ７．５ ７．５ ７．５ 

小学校施設整備事業  ４２．３  

中学校施設整備事業 ２５．２   

合   計 ３８３．３ ６２３．９ ５８８．５ 

 

 

 

地方債残高の見通し 

（単位：百万円） 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

地方債残高 ４，７８６ ５，００７ ５，１９９ 

 うち臨時財政対策債 ２，２９８ １，９９５ １，７７７ 

※令和２年度県内町村平均 ６，６３４百万円 
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６ 財政調整基金繰入額の状況 

 

 財政調整基金は、年度間及び収支調整の資金として、例年当初予算に繰入金として

計上しています。すべての施策・事業を実施し、歳入不足分について財政調整基金の

繰入れを行えば、令和７年度末の残高は１６９百万円となる見通しです。 

なお、財政見通しには織り込んでいませんが、地方財政法の定めにより前年度の純

繰越金の２分の１を基金に積み立てることとされています。 

 

財政調整基金残高の見通し 

（単位：百万円） 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

財政調整基金残高 ５３０ ３３７ １６９ 

  ※令和２年度県内町村平均 １，９１７百万円 

 

【参 考】 

これまでの財政調整基金繰入額の推移 

（単位：百万円） 

年 度  当初予算 最終予算 備  考 

平成３０年度 ２８５．７ １２０．５ 積立金 58.8 

令和元年度 ２７３．０ １６５．０ 積立金 81.7 

令和２年度 ２８４．０ １２０．７ 積立金 90.8 

令和３年度 １９９．３ ０  積立金 87.0 

令和４年度 

（見込み） 
１８８．４ １４０．５ 積立金 95.7 

 

 

７ 財政指標の見通し 

（単位：％） 

区 分 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

経常収支比率 ９４．７ ９４．４ ９２．５ 

実質公債費比率 ５．８ ５．８ ６．４ 

将来負担比率 ０．６ １４．６ ２６．９ 

  ※令和２年度県内町村 経常収支比率８５．７％、実質公債費比率９．７％、 

将来負担比率４．９％ 


